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ると思う． 
 

思思いい出出すす言言葉葉 

 このような時，昔研修会で聞いた言葉を思い出す．

当時の日本作業療法士協会の山根副会長の講義での

言葉だ． 
「作業療法士がいらない世界をつくればいいんで

す．そうすれば作業療法士は必要とされますから」 
とても共感できる言葉で，今も大好きな言葉だ． 

 県のアドバイザーとして関わっていると，とてもよ

く実感できる． 
 地域に作業療法の考えかたを広げていくことが大

切であり，住民一人ひとりが作業療法の考え方「作業

は人を元気にする」を体感し，知って，実践していけ

る地域づくりを行えば，おのずと作業療法士は必要と

されるのだと思う． 
 

ここれれかからら  

 期待されたときに，期待される作業療法を提供でき

るようにしていく必要がある． 
 根拠に基づく作業療法を提供するためには，皆さ

んが普段の関わりで実感したこと，感じたことについ

て，根拠を示していくことが大切であり求められてい

る．臨床で得たことを学術的に証明していくことは，

生涯学習の一つであるが，難しく感じる方も多いと思

う．臨床が得意な人，学術が得意な人，お互いが手を

取り合って，根拠のある作業療法を証明していけると

良いのだと思う．後進が安心して関われるような作業

療法を築くためにも学術誌を活用していけると良い

と思う．県士会としても，期待される作業療法を提供

できる作業療法士の育成の仕組みづくりを進めてい

きたい． 
 

ささいいごごにに  

普段の臨床現場で関わる患者さんや対象者の方々

を含め多くの人が生活している地域に興味をもって

いただきたい．皆さんやその家族も暮らしている地域

をよりよくするために，作業を通して人を元気にする

作業療法の考え方を浸透させ，活用し，その地域をよ

りよくするために必要な仕組みづくりに関わってい

ただきたい． 
そして，一人でも多くの方に作業療法を知ってほし

いし，目指したい職業，選ばれる職業となってほしい． 
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特特集集  

障障害害福福祉祉領領域域ににおおけけるる作作業業療療法法士士のの現現状状とと課課題題  

－－障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会ののここれれままででのの取取りり組組みみかからら－－  
北北上上  守守俊俊＊＊11，，22，，33  北北原原  亮亮＊＊11，，44，，55  安安中中  裕裕紀紀＊＊11，，66    

松松本本  潔潔＊＊11，，77  塚塚本本  恵恵美美＊＊11，，88  

＊＊11  新新潟潟県県作作業業療療法法士士会会  障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会  ＊＊22  新新潟潟医医療療福福祉祉大大学学 

＊＊33  新新潟潟県県障障害害者者リリハハビビリリテテーーシショョンンセセンンタターー    ＊＊44  柏柏崎崎厚厚生生病病院院 

＊＊55  茨茨内内地地域域生生活活支支援援セセンンタターー    ＊＊66  国国立立病病院院機機構構  西西新新潟潟中中央央病病院院  

＊＊77  新新潟潟県県立立燕燕労労災災病病院院    ＊＊88  黒黒川川病病院院

  
１１．．障障害害福福祉祉領領域域ににおおけけるる作作業業療療法法士士のの実実態態  
 障害福祉領域とは，本文では障害者総合支援法の

枠組みでサービス提供を行っている介護給付（生活

介護，施設入所支援など）や訓練等給付（自立訓練，

就労移行支援，就労継続支援 A 型・B 型など）を指

す．昨今の地域共生社会の実現に向けて，人々が住

み慣れた地域で自分らしい暮らしができるよう障害

福祉サービス事業所を含めた支援体制の構築が各地

域で求められ，作業療法士（以下，OT）もその一翼

を担っている． 
障害福祉領域と OT のこれまでの動向として，

2003 年度から施行された支援費制度において，身体

障害者療護施設などで，OT 又は理学療法士（以下，

PT）の 1 名以上の配置が求められ 1），障害福祉領域

に OT が関わる場面が増えた．さらに，2006 年度よ

り施行された障害者自立支援法においては，生活介

護事業と自立訓練（機能訓練）事業において OT 又

は PT の配置基準が設けられた．OT の役割として

主に医療と地域の橋渡しが期待され，障害者自立支

援法の施行が追い風となり，OT が障害福祉領域で

活動する場面が漸増した 2）．2008 年度から 2017 年

度までの OT，PT の生活介護及び自立訓練（機能訓

練）の配置動向は，配置事業所数は年々増加してい

るが，配置割合に変動は見られていない 3）．さらに

生活介護事業の実態調査においては，所属先の OT
数が 1 人である割合は 69.4％であり，多くの事業所

が 1 人職場であることが明らかとなっている 4）．日

本作業療法士協会は，障害福祉領域で活動する OT
同士のネットワーク構築などを目的に 2014 年～

2022 年 11 月時点までに障害保健福祉領域における

作業療法（士）の役割に関する意見交換会を 17 回開

催し障害福祉領域で活動する OT の各事業所での取

り組みなどについて意見交換を行っている． 
障害福祉領域で活動する OT 数（日本作業療法士

協会会員のみ）は，2011 年度～2019 年度の日本作

業療法士協会会員統計資料 5-13）より，2011 年度では

106名（日本作業療法士協会会員数全体の 0.2％）5），

2019 年度では 551 名（日本作業療法士協会会員全

体の 0.9％）13）と 8 年間で 5.2 倍増加している．特

に就労移行支援事業所で活動する OT 数は 2014 年

度から 2019 年度までに 14.8 倍と増加が顕著である

（表 1）．また，OT における障害福祉領域の動向と

しては，日本作業療法士協会は「人々の活動・参加

を支援し，地域共生社会の構築に寄与する作業療法」

をスローガンに，現在「第四次作業療法 5 ヵ年戦略

（2023-2027）」の策定を行っている．その中におい

て「医療から地域生活の定着に向けて，制度間の移

行と連携を的確に支援」や「就労支援における作業

療法の支援モデルの構築と実践の促進」など，障害

福祉領域に関する内容が盛り込まれている 14)． 
今後益々リハビリテーションの質の向上及び成

果が求められ，入院期間の短縮，地域移行の促進な

どの動向が見受けられる 15)．そのため，対象者によ

ってはまだ回復途中であったり，心身の状態が不安

定でも地域に移行するケースが増加することが予想

されることや地域共生社会の実現に向けて，障害福

祉と医療，教育，労働，行政など多機関・多職種と

の連携強化は喫緊の課題である． 
以上のことから，これまでの医療福祉の情勢の変

化，障害福祉領域における OT のニーズや実態を踏 
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まえ，新潟県作業療法士会において 2015 年度より

障害福祉対策委員会が創設された．以下に，2015 年

度から2021年度までの活動内容を報告すると共に，

今後の障害福祉領域における OT の展望を述べる． 
 
２２．．障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会のの取取りり組組みみ内内容容  
（（11））障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会のの役役割割とと目目的的  
 障害福祉対策委員会の事業は，主に下記 3 点を達

成する目的で各種取り組みを行っている． 
①障害福祉領域で活動している OT の知識・技能

の向上とネットワーク構築 
②障害福祉領域の OT 実践を OT や多機関・多職

種への情報発信 
③障害福祉領域で活動している OT の成果の蓄積 

 
（（22））主主なな取取りり組組みみ内内容容 

2015 年～2021 年の取り組みについて「①研修会

事業」，「②調査事業」，「③情報交換・発信，ネット

ワーク構築事業」の 3 点に分けて内容を示す． 
①研修会事業（活動時期） 

講師の所属先は，研修会開催時点での所属先であ

る． 
ⅰ．脳卒中・高次脳機能障害者への就労支援に関す

る研修会（2015 年） 
【開催目的】働き盛りで脳卒中・高次脳機能障害を

呈した方の支援が制度の狭間に陥ることがある．

本研修会では，障害福祉サービス事業所と医療機

関からの OT の実践を中心に研修会を開催した． 
【開催日】2015 年 8 月 30 日 
【開催場所】燕労災病院 
【参加者数】27 名（講師 2 名，委員 4 名を含む） 
【講演テーマ】 
テーマⅠ「脳損傷により高次脳機能障害のある方

の就労支援について」 
講師：北上 守俊（新潟リハビリテーション大

学/新潟県障害者リハビリテーションセン

ター） 
テーマⅡ「医療機関における就労支援」 

講師：峯尾 舞 氏（医療法人社団 KNI 北原

国際病院） 
事例検討テーマ「50 歳代で脳梗塞と発症し片麻

痺と高次脳機能障害を呈し復職を目指す事例」 
 
ⅱ．医療・障害福祉連携推進研修会の開催（2018 年・

2019 年） 
【開催目的】医療と障害福祉の連携強化を目的に，

OT 同士だけではなく，多機関・多職種の専門職に

も OT の視点を知ってもらう機会を設けるため本研

修会を開催した． 

＜2018 年度＞ 
【開催日】2018 年 12 月 15 日 
【開催場所】西新潟中央病院 
【参加者数】24 名（講師 1 名，委員 3 名を含む） 
【講演テーマ】 
講演「障害福祉領域における作業療法士の視点と

は？」 
講師：北上 守俊（新潟リハビリテーション大

学/新潟県障害者リハビリテーションセン

ター） 
実践報告「生活介護における作業療法士の実践」 

講師：斎藤 しづか（障害者支援施設 新潟み

ずほ園） 
＜2019 年度＞ 
【開催日】2019 年 10 月 19 日 
【開催場所】障害者支援施設 第 2 みずほ園 
【参加者数】17 名（講師 3 名，委員 3 名を含む） 
【講演テーマ】 
講演「新潟県における障害福祉領域の作業療法士

について」 
講師：北上 守俊（新潟医療福祉大学） 

実践報告：「就労系サービス事業所における作業療

法士の実践」 
講師：塚本 恵美（じょぶ倶楽部） 

高野 友美（新潟県障害者リハビリテー

ションセンター） 
施設見学 

内容：新潟みずほ園，第 2 みずほ園施設見学 
講師：斎藤 しづか（障害者支援施設 新潟み

ずほ園） 
椎野 晴光（障害者支援施設 第 2 みず

ほ園） 
 
②調査事業（活動時期） 
ⅰ．新潟県の医療機関における作業療法士の高次脳

機能障害者に対する就労支援の調査（2015 年）16) 
【調査目的】新潟県における脳損傷により高次脳機

能障害を呈した方への OT の就労支援の実態を

明らかにすることを目的とした． 
【調査期間】2015 年 6 月 16 日～2015 年 8 月 17 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の OT 
【回答率】38.7％（154 名/398 名） 
【結果概要】本調査の結果，就労支援を実施してい

る OT は一部に限られた．企業への訪問をしてい

る OT は僅か 2.0％であり，特に施設外の就労支

援はほとんど実施出来ていない現状にあった．就

労支援の必要性は大半の OT が認識していたが， 
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まえ，新潟県作業療法士会において 2015 年度より

障害福祉対策委員会が創設された．以下に，2015 年

度から2021年度までの活動内容を報告すると共に，

今後の障害福祉領域における OT の展望を述べる． 
 
２２．．障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会のの取取りり組組みみ内内容容  
（（11））障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会のの役役割割とと目目的的  
 障害福祉対策委員会の事業は，主に下記 3 点を達

成する目的で各種取り組みを行っている． 
①障害福祉領域で活動している OT の知識・技能

の向上とネットワーク構築 
②障害福祉領域の OT 実践を OT や多機関・多職

種への情報発信 
③障害福祉領域で活動している OT の成果の蓄積 

 
（（22））主主なな取取りり組組みみ内内容容 

2015 年～2021 年の取り組みについて「①研修会

事業」，「②調査事業」，「③情報交換・発信，ネット

ワーク構築事業」の 3 点に分けて内容を示す． 
①研修会事業（活動時期） 

講師の所属先は，研修会開催時点での所属先であ

る． 
ⅰ．脳卒中・高次脳機能障害者への就労支援に関す

る研修会（2015 年） 
【開催目的】働き盛りで脳卒中・高次脳機能障害を

呈した方の支援が制度の狭間に陥ることがある．

本研修会では，障害福祉サービス事業所と医療機

関からの OT の実践を中心に研修会を開催した． 
【開催日】2015 年 8 月 30 日 
【開催場所】燕労災病院 
【参加者数】27 名（講師 2 名，委員 4 名を含む） 
【講演テーマ】 
テーマⅠ「脳損傷により高次脳機能障害のある方

の就労支援について」 
講師：北上 守俊（新潟リハビリテーション大

学/新潟県障害者リハビリテーションセン

ター） 
テーマⅡ「医療機関における就労支援」 

講師：峯尾 舞 氏（医療法人社団 KNI 北原

国際病院） 
事例検討テーマ「50 歳代で脳梗塞と発症し片麻

痺と高次脳機能障害を呈し復職を目指す事例」 
 
ⅱ．医療・障害福祉連携推進研修会の開催（2018 年・

2019 年） 
【開催目的】医療と障害福祉の連携強化を目的に，

OT 同士だけではなく，多機関・多職種の専門職に

も OT の視点を知ってもらう機会を設けるため本研

修会を開催した． 

＜2018 年度＞ 
【開催日】2018 年 12 月 15 日 
【開催場所】西新潟中央病院 
【参加者数】24 名（講師 1 名，委員 3 名を含む） 
【講演テーマ】 
講演「障害福祉領域における作業療法士の視点と

は？」 
講師：北上 守俊（新潟リハビリテーション大

学/新潟県障害者リハビリテーションセン

ター） 
実践報告「生活介護における作業療法士の実践」 

講師：斎藤 しづか（障害者支援施設 新潟み

ずほ園） 
＜2019 年度＞ 
【開催日】2019 年 10 月 19 日 
【開催場所】障害者支援施設 第 2 みずほ園 
【参加者数】17 名（講師 3 名，委員 3 名を含む） 
【講演テーマ】 
講演「新潟県における障害福祉領域の作業療法士

について」 
講師：北上 守俊（新潟医療福祉大学） 

実践報告：「就労系サービス事業所における作業療

法士の実践」 
講師：塚本 恵美（じょぶ倶楽部） 

高野 友美（新潟県障害者リハビリテー

ションセンター） 
施設見学 

内容：新潟みずほ園，第 2 みずほ園施設見学 
講師：斎藤 しづか（障害者支援施設 新潟み

ずほ園） 
椎野 晴光（障害者支援施設 第 2 みず

ほ園） 
 
②調査事業（活動時期） 
ⅰ．新潟県の医療機関における作業療法士の高次脳

機能障害者に対する就労支援の調査（2015 年）16) 
【調査目的】新潟県における脳損傷により高次脳機

能障害を呈した方への OT の就労支援の実態を

明らかにすることを目的とした． 
【調査期間】2015 年 6 月 16 日～2015 年 8 月 17 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の OT 
【回答率】38.7％（154 名/398 名） 
【結果概要】本調査の結果，就労支援を実施してい

る OT は一部に限られた．企業への訪問をしてい

る OT は僅か 2.0％であり，特に施設外の就労支

援はほとんど実施出来ていない現状にあった．就

労支援の必要性は大半の OT が認識していたが， 
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入院期間の短縮化や現行の診療報酬制度等の影

響によって，就労支援を実施しにくい状況にある．

そのような現状においても，OT が就労支援を提

供することでどのような成果につながるのか事

例を蓄積していく必要がある． 
 
ⅱ．新潟県内の障害福祉サービス事業所におけるリ

ハビリテーション専門職の支援ニーズ調査（2017 年）
17) 
【調査目的】障害福祉領域におけるリハビリテーシ

ョン専門職の必要性を明らかにすることを目的

とした． 
【調査期間】 

2017 年 12 月 11 日～2018 年 1 月 26 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の障害福祉サービス事業所 
【回答率】54.2％（130 施設/240 施設） 
【結果概要】本調査の結果，54.6％の回答者がリハ

ビリテーション専門職（OT，PT，言語聴覚士）

が「必要である」と回答し，必要なリハビリテー

ション専門職は OT が 78.9％と最も多くを占め

た．事業別の必要性では，就労系以外のサービス

（生活介護，生活訓練）と就労系サービスを比較

すると就労系以外のサービスが有意に高い結果

となった．一方で，リハビリテーション専門職の

必要性を感じない理由として「人員配置・報酬に

問題がある」等があがった．今後，障害福祉領域

においてリハビリテーション専門職の配置や支

援がどのように有効なのかを示し，他の専門職に

伝えていくことも重要な課題である． 
 
ⅲ．障害福祉サービスの自立訓練事業におけるリハ

ビリテーション専門職の配置実態に関する調査

（2020 年）18) 
【調査目的】障害福祉サービスにおける自立訓練（機

能訓練，生活訓練）のリハビリテーション専門職

（OT，PT，言語聴覚士）の配置の有無が，どの

ように利用者の帰結に影響を与えているのかを

明らかにし，障害福祉サービスの自立訓練事業に

おけるリハビリテーション専門職の配置の有用

性について検討した． 
【調査期間】2020 年 11 月 6 日～2021 年 1 月 31 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】自立訓練（機能訓練，生活訓練）を提供

している障害福祉サービス事業所 
【回答率】50.2％（166 施設/331 施設） 
【結果概要】本調査の結果，障害福祉サービスにお 
 

いてリハビリテーション専門職の配置のある方

が，機能訓練事業では「復職・再就職」，生活訓練

事業では「復職・再就職」，「自宅復帰」等の利用

者数が有意に高いことが明らかとなった．自立訓

練事業の利用終了時の帰結に影響を及ぼす要因

は「OT の配置」が正の影響を与えていることが

示唆された．その要因として，リハビリテーショ

ン専門職が身体機能や認知機能，生活関連活動へ

の支援，福祉用具の選定等，包括的に支援を実践

していることが就労や地域への移行を促進させ

ている一因であると考えた． 
 
ⅳ．新型コロナウイルス感染症が障害福祉サービス

事業所に及ぼした影響実態に関する調査（2020 年）
19) 
【調査目的】新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19）の影響により，障害福祉サービス事

業所の利用者の変化や職員の業務・経営の実態を

明らかにすることを目的とした．  
【調査期間】2021 年 1 月 28 日～2021 年 3 月 23 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の障害福祉サービス事業所 
【回答率】51.6％（196 施設/380 施設） 
【結果概要】COVID-19 の影響により，約 4 割の障

害福祉サービス事業所でサービスの中止または

縮小され，利用者の心身機能の低下や生活リズム

の乱れ，就職活動の制限等が生じていることが明

らかとなった．また，利用者の生活は「外出頻度

の減少」，「余暇活動の頻度の減少」，「社会交流の

頻度の減少」，「運動量の減少」等の変化を認めた．

事業所への影響は，収入が減少した施設が約 6 割，

周囲からの差別や偏見を受けた施設が約 6％存

在した．COVID-19 は，利用者やその家族の生活，

事業所の職員や運営，経営に多大な影響を及ぼし

た．一方で，障害福祉サービスは利用者にとって

大切な場所であり，社会とのつながりとして重要

な役割を果たしていることも明らかになった． 
 
③情報交換・発信，ネットワーク構築事業 
ⅰ．障害福祉領域で活動する新潟県内の作業療法士

の現状把握（2016 年）20) 
 新潟県内において障害福祉領域で活動する OT が

在籍する 10 施設（新潟市 4 施設，長岡市 3 施設，

燕市 2 施設，十日町市 1 施設）へ訪問を行った．生

活介護事業で活動する OT が多かったが，自立訓練

（機能訓練）や相談支援事業，就労移行支援事業に

携わっている OT も存在した．新潟県内において障

害福祉領域で活動する OT は少なく，業務上の課題 
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図 1 障害福祉領域 OT ミーティング開催時の様子 
 
 
としてマンパワー不足や利用者の高齢化の問題など，

課題が多岐に渡っていることが明らかとなった． 
ⅱ．障害福祉領域 OT ミーティングの開催（2017 年

～2019 年，2021 年） 
障害福祉領域で活動している OT の知識・技能の

向上とネットワーク構築を目的に，各事業所の取り

組みや業務上の課題などについて情報交換を行った

（図 1）． 
＜2017 年度＞ 
【開催日程】2017 年 8 月 19 日 
【会場】新潟県障害者リハビリテーションセンター 
【参加者数】6 名 
＜2018 年度＞ 
【開催日程】2018 年 6 月 23 日  
【会場】新潟県障害者リハビリテーションセンター 
【参加者数】8 名 
＜2019 年度＞ 
【開催日程】[第 1 回] 2019 年 6 月 22 日 [第 2 回] 

2019 年 10 月 19 日 
【会場】[第１回] 新潟県障害者リハビリテーション

センター  
[第 2 回] 障害者支援施設 第 2 みずほ園 

【参加者数】[第 1 回]10 名 [第 2 回]10 名 
＜2021 年度＞ 
【開催日程】2021 年 11 月 20 日 
【会場】Web（Zoom）開催 
【参加者数】8 名 
 
ⅲ．障害福祉領域への OT 相談派遣事業（2017 年～

2018 年） 
【事業内容】新潟県内の障害福祉サービス事業所（相

談支援，就労移行支援，就労継続支援 A 型又は B
型）に OT を派遣し当事者または家族の生活面や 

 

図 2 相談派遣依頼の流れ（文献 20 より引用） 
 
 
 

図 3 事業所訪問当日と終了後の流れ 
（文献 20 より引用） 

 
 

疾病・障害のことで困っていること，悩んでいる

ことの相談を行った． 
【依頼の流れ】本事業の相談依頼は，①依頼主から

の相談申込み⇒②依頼主への依頼書類送付⇒③

依頼主からの依頼申請書類提出⇒④事業所訪問

の流れで実施した（図 2）．  
【事業所訪問当日と終了後の流れ】①診療録と職員

から情報収集⇒②本人へのアセスメント⇒③ア

セスメントの結果の報告書を後日依頼主に送付

の流れで実施した（図 3）． 
【実績】 

＜2017 年度＞4 件（新潟市 4 件）  
＜2018 年度＞3 件（新潟市 2 件，柏崎市 1 件） 

 
ⅳ．障害福祉領域パンフレット作成（2019 年） 
 主に新潟県内の OT 又は多機関・多職種の専門職

向けに，新潟県内の障害福祉領域で活動する OT の

紹介パンフレットを作成した（図 4）．パンフレット

は，新潟県作業療法士会ホームページに掲載されて 
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入院期間の短縮化や現行の診療報酬制度等の影

響によって，就労支援を実施しにくい状況にある．

そのような現状においても，OT が就労支援を提

供することでどのような成果につながるのか事

例を蓄積していく必要がある． 
 
ⅱ．新潟県内の障害福祉サービス事業所におけるリ

ハビリテーション専門職の支援ニーズ調査（2017 年）
17) 
【調査目的】障害福祉領域におけるリハビリテーシ

ョン専門職の必要性を明らかにすることを目的

とした． 
【調査期間】 

2017 年 12 月 11 日～2018 年 1 月 26 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の障害福祉サービス事業所 
【回答率】54.2％（130 施設/240 施設） 
【結果概要】本調査の結果，54.6％の回答者がリハ

ビリテーション専門職（OT，PT，言語聴覚士）

が「必要である」と回答し，必要なリハビリテー

ション専門職は OT が 78.9％と最も多くを占め

た．事業別の必要性では，就労系以外のサービス

（生活介護，生活訓練）と就労系サービスを比較

すると就労系以外のサービスが有意に高い結果

となった．一方で，リハビリテーション専門職の

必要性を感じない理由として「人員配置・報酬に

問題がある」等があがった．今後，障害福祉領域

においてリハビリテーション専門職の配置や支

援がどのように有効なのかを示し，他の専門職に

伝えていくことも重要な課題である． 
 
ⅲ．障害福祉サービスの自立訓練事業におけるリハ

ビリテーション専門職の配置実態に関する調査

（2020 年）18) 
【調査目的】障害福祉サービスにおける自立訓練（機

能訓練，生活訓練）のリハビリテーション専門職

（OT，PT，言語聴覚士）の配置の有無が，どの

ように利用者の帰結に影響を与えているのかを

明らかにし，障害福祉サービスの自立訓練事業に

おけるリハビリテーション専門職の配置の有用

性について検討した． 
【調査期間】2020 年 11 月 6 日～2021 年 1 月 31 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】自立訓練（機能訓練，生活訓練）を提供

している障害福祉サービス事業所 
【回答率】50.2％（166 施設/331 施設） 
【結果概要】本調査の結果，障害福祉サービスにお 
 

いてリハビリテーション専門職の配置のある方

が，機能訓練事業では「復職・再就職」，生活訓練

事業では「復職・再就職」，「自宅復帰」等の利用

者数が有意に高いことが明らかとなった．自立訓

練事業の利用終了時の帰結に影響を及ぼす要因

は「OT の配置」が正の影響を与えていることが

示唆された．その要因として，リハビリテーショ

ン専門職が身体機能や認知機能，生活関連活動へ

の支援，福祉用具の選定等，包括的に支援を実践

していることが就労や地域への移行を促進させ

ている一因であると考えた． 
 
ⅳ．新型コロナウイルス感染症が障害福祉サービス

事業所に及ぼした影響実態に関する調査（2020 年）
19) 
【調査目的】新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19）の影響により，障害福祉サービス事

業所の利用者の変化や職員の業務・経営の実態を

明らかにすることを目的とした．  
【調査期間】2021 年 1 月 28 日～2021 年 3 月 23 日 
【調査方法】無記名自記式質問紙調査法によるアン

ケート調査 
【対象者】新潟県内の障害福祉サービス事業所 
【回答率】51.6％（196 施設/380 施設） 
【結果概要】COVID-19 の影響により，約 4 割の障

害福祉サービス事業所でサービスの中止または

縮小され，利用者の心身機能の低下や生活リズム

の乱れ，就職活動の制限等が生じていることが明

らかとなった．また，利用者の生活は「外出頻度

の減少」，「余暇活動の頻度の減少」，「社会交流の

頻度の減少」，「運動量の減少」等の変化を認めた．

事業所への影響は，収入が減少した施設が約 6 割，

周囲からの差別や偏見を受けた施設が約 6％存

在した．COVID-19 は，利用者やその家族の生活，

事業所の職員や運営，経営に多大な影響を及ぼし

た．一方で，障害福祉サービスは利用者にとって

大切な場所であり，社会とのつながりとして重要

な役割を果たしていることも明らかになった． 
 
③情報交換・発信，ネットワーク構築事業 
ⅰ．障害福祉領域で活動する新潟県内の作業療法士

の現状把握（2016 年）20) 
 新潟県内において障害福祉領域で活動する OT が

在籍する 10 施設（新潟市 4 施設，長岡市 3 施設，

燕市 2 施設，十日町市 1 施設）へ訪問を行った．生

活介護事業で活動する OT が多かったが，自立訓練

（機能訓練）や相談支援事業，就労移行支援事業に

携わっている OT も存在した．新潟県内において障

害福祉領域で活動する OT は少なく，業務上の課題 
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図 1 障害福祉領域 OT ミーティング開催時の様子 
 
 
としてマンパワー不足や利用者の高齢化の問題など，

課題が多岐に渡っていることが明らかとなった． 
ⅱ．障害福祉領域 OT ミーティングの開催（2017 年

～2019 年，2021 年） 
障害福祉領域で活動している OT の知識・技能の

向上とネットワーク構築を目的に，各事業所の取り

組みや業務上の課題などについて情報交換を行った

（図 1）． 
＜2017 年度＞ 
【開催日程】2017 年 8 月 19 日 
【会場】新潟県障害者リハビリテーションセンター 
【参加者数】6 名 
＜2018 年度＞ 
【開催日程】2018 年 6 月 23 日  
【会場】新潟県障害者リハビリテーションセンター 
【参加者数】8 名 
＜2019 年度＞ 
【開催日程】[第 1 回] 2019 年 6 月 22 日 [第 2 回] 

2019 年 10 月 19 日 
【会場】[第１回] 新潟県障害者リハビリテーション

センター  
[第 2 回] 障害者支援施設 第 2 みずほ園 

【参加者数】[第 1 回]10 名 [第 2 回]10 名 
＜2021 年度＞ 
【開催日程】2021 年 11 月 20 日 
【会場】Web（Zoom）開催 
【参加者数】8 名 
 
ⅲ．障害福祉領域への OT 相談派遣事業（2017 年～

2018 年） 
【事業内容】新潟県内の障害福祉サービス事業所（相

談支援，就労移行支援，就労継続支援 A 型又は B
型）に OT を派遣し当事者または家族の生活面や 

 

図 2 相談派遣依頼の流れ（文献 20 より引用） 
 
 
 

図 3 事業所訪問当日と終了後の流れ 
（文献 20 より引用） 

 
 

疾病・障害のことで困っていること，悩んでいる

ことの相談を行った． 
【依頼の流れ】本事業の相談依頼は，①依頼主から

の相談申込み⇒②依頼主への依頼書類送付⇒③

依頼主からの依頼申請書類提出⇒④事業所訪問

の流れで実施した（図 2）．  
【事業所訪問当日と終了後の流れ】①診療録と職員

から情報収集⇒②本人へのアセスメント⇒③ア

セスメントの結果の報告書を後日依頼主に送付

の流れで実施した（図 3）． 
【実績】 

＜2017 年度＞4 件（新潟市 4 件）  
＜2018 年度＞3 件（新潟市 2 件，柏崎市 1 件） 

 
ⅳ．障害福祉領域パンフレット作成（2019 年） 
 主に新潟県内の OT 又は多機関・多職種の専門職

向けに，新潟県内の障害福祉領域で活動する OT の

紹介パンフレットを作成した（図 4）．パンフレット

は，新潟県作業療法士会ホームページに掲載されて 
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いる 21）． 
 
３３．．今今後後のの障障害害福福祉祉対対策策委委員員会会のの取取りり組組みみとと
障障害害福福祉祉領領域域ににおおけけるる作作業業療療法法士士のの展展望望 

障害福祉領域で活動する OT は徐々に増加してお

り，特に現在，人員の配置基準や加算が設定されて

いる生活介護や自立訓練（機能訓練），就労移行支援，

就労継続支援 A 型・B 型は障害福祉サービス事業所

数が増加していけば漸増していくと推察する．自立

訓練 18)と就労移行支援 22)においては，OT を含めた

リハビリテーション専門職の配置による効果が一部

示されているが，まだデータ数が少なく効果検証は

不十分である．今後 OT のどのような専門性や役割

が対象者の成果につながるのか検討は必要であろう．

また，生活介護や就労継続支援 A 型・B 型において

は，効果検証だけでなく，OT の役割も不明確な実

態がある．これらの課題は，短期的な OT 個人での

解決は困難であり，多くの OT の協力が必要不可欠

である．障害福祉領域で活動する OT は 1 人職場で

あることも多い．そのような背景からも，障害福祉 

 
 
 
 
領域で活動する OT 同士や障害福祉領域に興味関心

のある OT と情報交換できる場は貴重な機会である

と考える．従って，地域共生社会の実現のため障害

福祉領域における OT の役割や成果を検討していく

のは喫緊の課題であろう． 
以上のことから，障害福祉対策委員会での取り組

みを通じ，障害福祉領域の OT や多機関・多職種と

のネットワークの構築，そして OT の役割や成果を

発信していくことが重要である．それらのことが，

最終的には対象者の生活の質（QOL）の向上や幸福

につながれば幸いである． 
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就労継続支援 A 型・B 型は障害福祉サービス事業所

数が増加していけば漸増していくと推察する．自立

訓練 18)と就労移行支援 22)においては，OT を含めた

リハビリテーション専門職の配置による効果が一部

示されているが，まだデータ数が少なく効果検証は

不十分である．今後 OT のどのような専門性や役割

が対象者の成果につながるのか検討は必要であろう．

また，生活介護や就労継続支援 A 型・B 型において

は，効果検証だけでなく，OT の役割も不明確な実

態がある．これらの課題は，短期的な OT 個人での

解決は困難であり，多くの OT の協力が必要不可欠

である．障害福祉領域で活動する OT は 1 人職場で

あることも多い．そのような背景からも，障害福祉 

 
 
 
 
領域で活動する OT 同士や障害福祉領域に興味関心

のある OT と情報交換できる場は貴重な機会である

と考える．従って，地域共生社会の実現のため障害

福祉領域における OT の役割や成果を検討していく

のは喫緊の課題であろう． 
以上のことから，障害福祉対策委員会での取り組

みを通じ，障害福祉領域の OT や多機関・多職種と

のネットワークの構築，そして OT の役割や成果を

発信していくことが重要である．それらのことが，

最終的には対象者の生活の質（QOL）の向上や幸福

につながれば幸いである． 
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